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ン料のいずれかを算定すべきリハビリテーションに従事して差し支えない。ただし、当該従事

者が指定通所リハビリテーション又は指定介護予防通所リハビリテーションに従事していない

時間帯については、基準第 111 条第１項第２号又は第２項の従事者の員数及び厚生労働大臣が

定める基準（平成 27 年厚生労働省告示第 95 号）の第 24号の２イの従業者の合計数に含めない。 

（５） （略）  

３ （略） 

第３ 介護サービス 

一 訪問介護 

１ 人員に関する基準 

（１） （略） 

（２） サービス提供責任者（居宅基準第５条） 

①～④ （略） 

⑤ 「３年以上介護等の業務に従事した者であって、介護職員初任者研修課程を修了したもの」

（介護職員基礎研修課程又は１級課程を修了した者を除く。）については、平成 30 年４月１

日以降サービス提供責任者の任用要件に該当しなくなるところ、平成 30年３月 31日時点で

指定訪問介護事業所においてサービス提供責任者として従事している者に限り、１年間の経

過措置を設けているが、指定訪問介護事業者は、経過措置期間中に、これに該当するサービ

ス提供責任者に介護福祉士実務者研修の受講又は介護福祉士の資格を取得するための十分な

機会を与え、要件に合致するよう必要な措置を講ずること。 

なお、看護師等の資格を有する者については、１級課程の全科目を免除することが可能と

されていたことから、３年以上の実務経験は要件としないものであること。 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）  （略） 

３ （略） 

第３ 介護サービス 

一 訪問介護 

１ 人員に関する基準 

（１） （略） 

（２） サービス提供責任者（居宅基準第５条） 

①～④ （略） 

⑤ サービス提供責任者の任用要件として、「３年以上介護等の業務に従事した者であって、

介護職員初任者研修課程を修了したもの」（介護職員基礎研修課程又は１級課程を修了した

者を除く。）を定めているところであるが、この要件については暫定的なものであることか

ら、指定訪問介護事業者は、これに該当するサービス提供責任者に介護福祉士の資格を取得

させるよう努めなければならないこと。 

 

 

なお、看護師等の資格を有する者については、１級課程の全科目を免除することが可能と

されていたことから、３年以上の実務経験は要件としないものであること。 

また、ここでいう「３年以上介護等の業務に従事した者」については、社会福祉士及び介

護福祉士法（昭和 62 年法律第 30号）第 40条第２項第２号に規定する「３年以上介護等の業

務に従事した者」と同様とし、その具体的取扱いについては、「指定施設における業務の範

囲等及び介護福祉士試験の受験資格に係る介護等の業務の範囲等について」（昭和 63 年２月

12 日社庶第 29号厚生省社会局長、児童家庭局長連名通知）の別添２「介護福祉士試験の受験

資格の認定に係る介護等の業務の範囲等」を参考とされたい。 

⑥ ３年間の実務経験の要件が達成された時点と介護職員初任者研修課程（２級課程を修了し

た場合は２級課程）の研修修了時点との前後関係は問わないものであること。 

また、介護等の業務に従事した期間には、ボランティアとして介護等を経験した期間は原

則として含まれないものであるが、特定非営利活動促進法（平成 10 年法律第７号）に基づき

設立された特定非営利活動法人が法第70条第１項の規定に基づき訪問介護に係る指定を受け

ている又は受けることが確実に見込まれる場合であって、当該法人が指定を受けて行うこと

を予定している訪問介護と、それ以前に行ってきた事業とに連続性が認められるものについ

ては、例外的に、当該法人及び法人格を付与される前の当該団体に所属して当該事業を担当

○ 指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について（抄）（平成 11 年９月 17 日老企第 25 号厚生省老人保健福祉局企画課長通知） 

傍線の部分は改正部分 
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（３） （略） 

２ （略） 

３ 運営に関する基準 

(１) 内容及び手続の説明及び同意 

居宅基準第８条は、指定訪問介護事業者は、利用者に対し適切な指定訪問介護を提供するた

め、その提供の開始に際し、あらかじめ、利用申込者又はその家族に対し、当該指定訪問介護

事業所の運営規程の概要、訪問介護員等の勤務体制、事故発生時の対応、苦情処理の体制、提

供するサービスの第三者評価の実施状況（実施の有無、実施した直近の年月日、実施した評価

機関の名称、評価結果の開示状況）等の利用申込者がサービスを選択するために必要な重要事

項について、わかりやすい説明書やパンフレット等（当該指定訪問介護事業者が、他の介護保

険に関する事業を併せて実施している場合、当該パンフレット等について、一体的に作成する

ことは差し支えないものとする。）の文書を交付して懇切丁寧に説明を行い、当該事業所から

指定訪問介護の提供を受けることにつき同意を得なければならないこととしたものである。な

お、当該同意については、利用者及び指定訪問介護事業者双方の保護の立場から書面によって

確認することが望ましいものである。 

(２)～（４） （略） 

（５）要介護認定の申請に係る援助 

① （略） 

② 同条第２項は、要介護認定を継続し、継続して保険給付を受けるためには要介護更新認定

を受ける必要があること及び当該認定が申請の日から30日以内に行われることとされている

ことを踏まえ、指定訪問介護事業者は、居宅介護支援（これに相当するサービスを含む。）

が利用者に対して行われていない等の場合であって必要と認めるときは、要介護認定の更新

の申請が、遅くとも当該利用者が受けている要介護認定の有効期間が終了する 30 日前にはな

されるよう、必要な援助を行わなければならないこととしたものである。 

 

（６）～（15） （略） 

（16） 管理者及びサービス提供責任者の責務 

居宅基準第 28 条は、指定訪問介護事業所の管理者とサービス提供責任者の役割分担について

規定したものであり、管理者は、従業者及び業務の一元的管理並びに従業者に居宅基準第２章

第４節（運営に関する基準）を遵守させるための指揮命令を、サービス提供責任者は、指定訪

問介護に関するサービス内容の管理について必要な業務等として、居宅基準第 28 条第３項各号

に具体的に列記する業務を行うものである。この場合、複数のサービス提供責任者を配置する

した経験を有する者の経験を、当該者の３年の実務経験に算入して差し支えないものとする。 

なお、この場合において、介護福祉士国家試験の受験資格としても実務経験の算入を認め

られたものと解してはならないこと。 

（３） （略） 

２ （略） 

３ 運営に関する基準 

(１) 内容及び手続の説明及び同意 

居宅基準第８条は、指定訪問介護事業者は、利用者に対し適切な指定訪問介護を提供するた

め、その提供の開始に際し、あらかじめ、利用申込者又はその家族に対し、当該指定訪問介護

事業所の運営規程の概要、訪問介護員等の勤務体制、事故発生時の対応、苦情処理の体制等の

利用申込者がサービスを選択するために必要な重要事項について、わかりやすい説明書やパン

フレット等（当該指定訪問介護事業者が、他の介護保険に関する事業を併せて実施している場

合、当該パンフレット等について、一体的に作成することは差し支えないものとする。）の文

書を交付して懇切丁寧に説明を行い、当該事業所から指定訪問介護の提供を受けることにつき

同意を得なければならないこととしたものである。なお、当該同意については、利用者及び指

定訪問介護事業者双方の保護の立場から書面によって確認することが望ましいものである。 

 

 

(２)～（４） （略） 

（５）要介護認定の申請に係る援助 

① （略） 

② 同条第２項は、要介護認定の有効期間が原則として６か月ごとに終了し、継続して保険給

付を受けるためには要介護更新認定を受ける必要があること及び当該認定が申請の日から 30

日以内に行われることとされていることを踏まえ、指定訪問介護事業者は、居宅介護支援（こ

れに相当するサービスを含む。）が利用者に対して行われていない等の場合であって必要と

認めるときは、要介護認定の更新の申請が、遅くとも当該利用者が受けている要介護認定の

有効期間が終了する 30日前にはなされるよう、必要な援助を行わなければならないこととし

たものである。 

（６）～（15） （略） 

（16） 管理者及びサービス提供責任者の責務 

居宅基準第 28 条は、指定訪問介護事業所の管理者とサービス提供責任者の役割分担について

規定したものであり、管理者は、従業者及び業務の一元的管理並びに従業者に居宅基準第２章

第４節（運営に関する基準）を遵守させるための指揮命令を、サービス提供責任者は、指定訪

問介護に関するサービス内容の管理について必要な業務等として、居宅基準第 28 条第３項各号

に具体的に列記する業務を行うものである。この場合、複数のサービス提供責任者を配置する

○ 指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について（抄）（平成 11 年９月 17 日老企第 25 号厚生省老人保健福祉局企画課長通知） 

傍線の部分は改正部分 
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指定訪問介護事業所において、サービス提供責任者間での業務分担を行うことにより、指定訪

問介護事業所として当該業務を適切に行うことができているときは、必ずしも一人のサービス

提供責任者が当該業務の全てを行う必要はない。 

また、同条第３項第２号の２において、サービス提供責任者は居宅介護支援事業者等に対し

て、指定訪問介護の提供に当たり把握した利用者の服薬状況や口腔機能等の利用者の心身の状

態及び生活の状況に係る必要な情報の提供を行うこととされているが、情報の提供は、サービ

ス担当者会議等を通じて行うことも差し支えない。必要な情報の内容については、 

例えば、 

・薬が大量に余っている又は複数回分の薬を一度に服用している 

・薬の服用を拒絶している 

・使いきらないうちに新たに薬が処方されている 

・口臭や口腔内出血がある 

・体重の増減が推測される見た目の変化がある 

・食事量や食事回数に変化がある 

・下痢や便秘が続いている 

・皮膚が乾燥していたり湿疹等がある 

・リハビリテーションの提供が必要と思われる状態にあるにも関わらず提供されていない 

等の利用者の心身又は生活状況に係る情報が考えられるが、居宅介護支援事業者等に対して

情報提供する内容は、サービス提供責任者が適切に判断することとする。なお、必要な情報の

提供については、あらかじめ、サービス担当者会議等で居宅介護支援事業者等と調整しておく

ことが望ましい。 

なお、サービス提供責任者は、利用者に対して適切な訪問介護サービスを提供するために重

要な役割を果たすことに鑑み、その業務を画一的に捉えるのではなく、訪問介護事業所の状況

や実施体制に応じて適切かつ柔軟に業務を実施するよう留意するとともに、常に必要な知識の

修得及び能力の向上に努めなければならない。 

（17） サービス提供責任者による訪問介護員等に対する業務管理、研修、技術指導等 

居宅基準第 28 条第３項第４号から第７号までにおいて、サービス提供責任者による訪問介護

員等に対する業務管理や研修、技術指導等が規定されているところである。 

平成 30 年度以降、生活援助中心型のみに従事することができる生活援助従事者研修修了者が

従事するようになることから、当該研修修了者を含む訪問介護員等であって、指定訪問介護に

従事したことがない者については、初回訪問時にサービス提供責任者が同行するなどの OJT を

通じて支援を行うこととする。また、緊急時の対応等についてもあらかじめ当該訪問介護員等

に指導しておくこととする。 

さらに、生活援助従事者研修修了者である訪問介護員等が所属している指定訪問介護事業所

のサービス提供責任者は、当該訪問介護員等が生活援助中心型しか提供できないことを踏まえ、

指定訪問介護事業所において、サービス提供責任者間での業務分担を行うことにより、指定訪

問介護事業所として当該業務を適切に行うことができているときは、必ずしも一人のサービス

提供責任者が当該業務の全てを行う必要はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、サービス提供責任者は、利用者に対して適切な訪問介護サービスを提供するために重

要な役割を果たすことに鑑み、その業務を画一的に捉えるのではなく、訪問介護事業所の状況

や実施体制に応じて適切かつ柔軟に業務を実施するよう留意するとともに、常に必要な知識の

修得及び能力の向上に努めなければならない。 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について（抄）（平成 11 年９月 17 日老企第 25 号厚生省老人保健福祉局企画課長通知） 

傍線の部分は改正部分 
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利用者の状況を判断の上、適切な業務管理を行うこととする。具体的には、生活援助中心型の

み利用している利用者に対する指定訪問介護に従事させることなどが考えられる。 

（18）～（22） （略） 

（23） 不当な働きかけの禁止 

  居宅基準第34条の２は、居宅介護支援事業者に対する利益供与に当たらない場合であっても、

指定訪問介護事業者が、居宅サービス計画の作成又は変更に関し、介護支援専門員又は被保険

者に対して、利用者に必要のないサービスを位置付けるよう求めることなどの不当な働きかけ

を行ってはならないこととしたものである。具体的には、例えば、指定訪問介護事業者と居宅

介護支援事業者が同一法人等である場合や同一の建物等に所在する場合において、当該利用者

の状況を勘案することなく、自らが提供する訪問介護サービスを居宅サービス計画に位置付け

るよう働きかけるような場合が該当する。 

（24）～（28） （略） 

４ 共生型訪問介護に関する基準 

共生型訪問介護は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指

定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成 18 年厚生労働省令第 171

号。以下「指定障害福祉サービス等基準」という。）第５条第１項に規定する指定居宅介護事業

者又は重度訪問介護（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17年

法律第 123 号。以下「障害者総合支援法」）という。第５条第３項に規定する重度訪問介護をい

う。）に係る指定障害福祉サービス（同法第 29条第２項に規定する指定障害福祉サービスをいう。）

の事業を行う者が、要介護者に対して提供する指定訪問介護をいうものであり、共生型訪問介護

事業所が満たすべき基準は、次のとおりであること。 

（１） 従業者（ホームヘルパー）、サービス提供責任者の員数及び管理者（居宅基準第 39 条の

２第１号、第 39条の３） 

① 従業者（ホームヘルパー） 

指定居宅介護事業所又は指定重度訪問介護事業所（以下この４において「指定居宅介護

事業所等」という。）の従業者の員数が、共生型訪問介護を受ける利用者（要介護者）の

数を含めて当該指定居宅介護事業所等の利用者の数とした場合に、当該指定居宅介護事業

所等として必要とされる数以上であること。 

② サービス提供責任者 

共生型訪問介護事業所に置くべきサービス提供責任者の員数は、指定居宅介護事業所等

における指定居宅介護又は指定重度訪問介護の利用者（障害者及び障害児）及び共生型訪

問介護の利用者（要介護者）の合計数が、40 又はその端数を増すごとに１人以上とする。

この場合において、サービス提供責任者の資格要件については、指定居宅介護事業所等の

サービス提供責任者であれば、共生型訪問介護事業所のサービス提供責任者の資格要件を

満たすものとする。 

 

 

（17）～（21） （略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

（22）～（26） （略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について（抄）（平成 11 年９月 17 日老企第 25 号厚生省老人保健福祉局企画課長通知） 
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なお、共生型訪問介護事業所のサービス提供責任者と指定居宅介護事業所等のサービス

提供責任者を兼務することは差し支えないこと。 

③ 管理者 

指定訪問介護の場合と同趣旨であるため、第３の一の１の（３）を参照されたいこと。

なお、共生型訪問介護事業所の管理者と指定居宅介護事業所等の管理者を兼務することは

差し支えないこと。 

（２） 設備に関する基準 

指定居宅介護事業所等として満たすべき設備基準を満たしていれば足りるものであること。 

（３） 指定訪問介護事業所その他の関係施設から、指定居宅介護事業所等が要介護高齢者の支

援を行う上で、必要な技術的支援を受けていること。（居宅基準第 39 条の２第２号） 

（４） 運営等に関する基準（居宅基準第 39 条の３） 

居宅基準第 39 条の３の規定により、居宅基準第４条及び第２章第４節の規定は、共生型訪問

介護の事業について準用されるものであるため、第３の一の３を参照されたいこと。 

（５） その他の共生型サービスについて 

高齢者と障害者・障害児に一体的にサービス提供するものであって、 

・ デイサービス、ホームヘルプサービス、ショートステイについて、障害福祉制度と介護保

険制度の両方の基準を満たして両方の指定を受けているもの 

・ 法令上、共生型サービスの対象とされているデイサービス、ホームヘルプサービス、ショ

ートステイ以外のサービス（例えば、障害福祉制度の共同生活援助と介護保険制度の認知症

対応型共同生活介護）について、障害福祉制度と介護保険制度の両方の指定を受けているも

の 

・ 障害福祉制度の基準を満たして指定を受け、かつ、介護保険制度の基準該当サービスを活

用しているもの 

についても「共生型サービス」であり、地域共生社会の実現に向け、これらの推進も図られる

ことが望ましいこと。 

なお、共生型サービスは、各事業所の選択肢の一つであり、地域の高齢者や、障害者・障害

児のニーズを踏まえて、各事業所は指定を受けるどうか判断することとなる。 

５ （略） 

二 訪問入浴介護 

１・２ （略） 

３ 運営に関する基準 

（１）～（５）  （略） 

（６） 準用 

居宅基準第 54 条の規定により、居宅基準第８条から第 19条まで、第 21条、第 26条、第 30

条から第 34 条まで及び第 35 条から第 38 条までの規定は、指定訪問入浴介護の事業について準

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ （略） 

二 訪問入浴介護 

１・２ （略） 

３ 運営に関する基準 

（１）～（５）  （略） 

（６） 準用 

居宅基準第 54 条の規定により、居宅基準第８条から第 19条まで、第 21条、第 26条及び第

30 条から第 38条までの規定は、指定訪問入浴介護の事業について準用されるため、第３の一の

○ 指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について（抄）（平成 11 年９月 17 日老企第 25 号厚生省老人保健福祉局企画課長通知） 

傍線の部分は改正部分 


